
衆議院議員選挙 

判決 法廷 選挙／最大格差 事件番号 判例集 判断 備考 

①最判昭和51年4月14日 大法廷 第33回衆院総選挙（昭和

47年12月10日）／4.99 

昭和49（行ツ）75号 民集３０巻３号２２３頁 違憲違法 合理的に是認することができない不平等が存する。 

反対意見７名（本件選挙区のみ無効６名） 

②最判昭和58年11月7日 大法廷 第36回衆院総選挙（昭和

58年6月22日）／3.94 

昭和56（行ツ）57号 民集３７巻９号１２４３

頁 

違憲状態 合理的に是認することができない不平等が存する。 

反対意見７名（無効１名、違法宣言５名） 

③最判昭和60年7月17日 大法廷 第37回衆院総選挙（昭和

58年12月18日）／4.40 

昭和59（行ツ）339号 民集３９巻５号１１００

頁 

違憲違法 合理的に是認することができない不平等が存する。 

反対意見１名（本件選挙区のみ無効） 

昭和60年（1985） 中選挙区８増７減 

④最判昭和63年10月21日 二小 第38回衆院総選挙（昭和

61年7月6日）／2.92 

昭和63（行ツ）24号 民集４２巻８号６４４頁 合憲 合理的に是認することができない不平等が存するとまでは言え

ない。 

反対意見１名（違法宣言） 

⑤最判平成5年1月20日 大法廷 第39回衆院総選挙（平成

2年2月18日）／3.18 

平成３（行ツ）111号 民集４７巻１号６７頁 違憲状態 憲法の選挙権の平等の要求に反する程度に至っていた。 

反対意見５名（違法宣言４、本件選挙区のみ無効） 

平成4年（1992） 中選挙区９増１０減 

⑥最判平成7年6月8日 一小 第40回衆院総選挙（平成

5年7月18日）／2.82 

平成６（行ツ）162号 民集４９巻６号１４４３

頁 

合憲 合理的に是認することができない不平等が存するとまでは言え

ない。 

反対意見２名（違法宣言） 

平成6年（1994） 小選挙区比例代表並立制導入 

⑦最判平成11年11月10日 大法廷 第41回衆院総選挙（平成

8年10月20日）／2.309 

平成11（行ツ）7号 民集５３巻８号１４４１

頁 

合憲 合理的に是認することができない不平等が存するとまでは言え

ない。 

反対意見５名（違法宣言・一人別枠違憲） 

⑧最判平成13年12月18日 三小 第42回衆院総選挙（平成

12年6月25日）／2.471 

平成13（行ツ）223号 民集５５巻７号１７１２

頁 

合憲 合理的に是認することができない不平等が存するとまでは言え

ない。 

反対意見１名（違法宣言・一人別枠違憲） 

平成14年（2002） 小選挙区５増５減 

⑨最判平成17年9月27日 三小 第43回衆院総選挙（平成

15年11月9日）／2.064 

平成17（行ツ）71号 判タ１１９２号２４７頁 却下 判決直前に衆議院が解散されたため「訴えの利益」が無くなっ

た。 

⑩最判平成19年6月13日 

 

大法廷 

 

第44回衆院総選挙（平成

17年9月11日）／2.171 

平成18（行ツ）176号 民集６１巻４号１６１７

頁 

合憲 

 

合理的に是認することができない不平等が存するとまでは言え

ない。 

反対意見３名（違法宣言２） 

多数意見中一人別枠違憲４名 

⑪最判平成23年3月23日 大法廷 

 

第45回衆院総選挙（平成

19年8月30日）／2.304 

平成22（行ツ）207号

外 

 

判タ１３４４号７０頁 

官報平成２３年４月２１

日号外２２頁外 

違憲状態 

 

 

一人別枠制は違憲 

反対意見２名（違法宣言２） 

須藤判事補足意見（「衆議院議員選挙における投票価値は特に

厳格な平等が要求されるというべきで、それに殊更に差異を設

けるような制度は、特段の合理的理由が認められない限り、憲

法の投票価値の平等の要求に反すると言うべきである。」） 

 



参議院議員選挙 

判決 法廷 選挙／最大格差 事件番号 判例集 判断 備考 

①最判昭和39年2月5日 大法廷 第6回参院通常選挙（昭

和37年7月1日）／4.09 

昭和38（オ）422号 民集１８巻２号２７０頁 合憲 国会の裁量の範囲内 

 

②最判昭和49年4月25日 一小 第9回参院通常選挙（昭

和46年6月27日）／5.08 

昭和48（行ツ）102号 判時７３７号３頁 合憲 極端な不平等ではない 

③最判昭和58年4月27日 大法廷 第11回参院通常選挙（昭

和52年7月10日）／5.26 

昭和54（行ツ）65号 民集３７巻３号３４５頁 合憲 国会の裁量の範囲内（参院の特殊性） 

④最判昭和61年3月27日 一小法 第12回参院通常選挙（昭

和55年6月22日）／5.37 

昭和57（行ツ）171号 民集１４７号４３１頁 合憲 前回選挙での格差と大きく異ならず 

⑤最判昭和62年9月24日 一小 第13回参院通常選挙（昭

和58年6月26日）／5.56 

昭和62（行ツ）14号 判タ６６７号８９頁 合憲 前回選挙での格差と大きく異ならず 

⑥最判昭和63年10月21日 二小 第14回参院通常選挙（昭

和61年7月7日）／5.85 

昭和62（行ツ）127号 判タ７０７号８８頁 合憲 著しい不平等ではない 

⑦最判平成8年9月11日 大法廷 第16回参院通常選挙（平

成4年7月26日）／6.59 

平成６（行ツ）59号 民集５０巻８号２２８３

頁 

違憲状態 著しい不平等状態だが立法裁量権の範囲内 

平成6年（1994） 選挙区８増８減 

⑧最判平成10年9月2日 大法廷 第17回参院通常選挙（平

成7年7月23日）／4.97 

平成９（行ツ）104号 民集５２巻６号１３７３

頁 

合憲 不平等は立法裁量範囲内 

⑨最判平成12年9月6日 大法廷 第18回参院通常選挙（平

成10年7月12日）／4.98 

平成11（行ツ）241号 民集５４巻７号１９９７

頁 

合憲 不平等は立法裁量範囲内 

平成12年（2000） 選挙区６減、比例区４減 

⑩最判平成16年１月14日 大法廷 第19回参院通常選挙（平

成13年7月29日）／5.06 

平成15（行ツ）24号 民集５８巻１号５６頁 合憲 不平等は立法裁量範囲内 

反対意見（違法宣言５名、無効１名） 

⑪最判平成18年10月4日 大法廷 第20回参院通常選挙（平

成16年7月11日）／5.13 

平成17(行ツ)247号 民集６０巻８号２６９６

頁 

合憲 不平等は立法裁量範囲内 

反対意見（違法宣言５名） 

平成16年（2004） 選挙区４増４減 

⑫最判平成21年9月30日 大法廷 第21回参院通常選挙（平

成19年7月29日）／4.86 

平成20（行ツ）209号 民集６３巻７号１５２０

頁 

違憲状態 大きな不平等状態だが立法裁量権の範囲内 

 


